
（単位：円）

資産の部 負債の部

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金及び預金 143,626,868 未払給付金 49,565,800

未収金 1,270,000 未払金 77,452,025

預り金 11,909,744

流動資産合計 144,896,868

引当金

賞与引当金 886,366 886,366

流動負債合計 139,813,935

Ⅱ 固定資産 Ⅱ 固定負債

有形固定資産 引当金

退職給付引当金 6,888,274 6,888,274

工具器具備品 447,207

固定負債合計 6,888,274

減価償却累計額 △ 445,419 1,788

有形固定資産合計 1,788 負債合計 146,702,209

純資産の部

無形固定資産

Ⅰ 繰越欠損金

ソフトウェア 571,550

繰越欠損金 △ 9,641

無形固定資産合計 571,550

当期未処理損失 △ 1,222,362

固定資産合計 573,338 （うち当期総損失） (△ 1,222,362)

繰越欠損金合計 △ 1,232,003

純資産合計 △ 1,232,003

貸借対照表（受託給付勘定）

（平成２７年３月３１日現在）

資産合計 145,470,206

科　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　目 金　　　　　額

負債・純資産合計 145,470,206



（単位：円）

経常費用

特別手当等給付金 203,589,600

調査研究事業費 288,735,800

その他業務費

人件費 12,096,725

減価償却費 457,483

退職給付費用 786,696

賞与引当金繰入 886,366

不動産賃借料 4,033,642

その他経費 4,739,472 23,000,384

一般管理費

不動産賃借料 968,073

その他経費 5,607,106 6,575,179

雑損 1,786,300

経常費用合計 523,687,263

経常収益

その他の受託業務収入 520,663,728

雑益 1,801,173

経常収益合計 522,464,901

経常損失 △ 1,222,362

当期純損失 △ 1,222,362

当期総損失 △ 1,222,362

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

損益計算書（受託給付勘定）
（自　平成２６年４月１日　至　平成２７年３月３１日）



(単位：円)

金　　　　　　　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

特別手当等給付金支出 △ 204,041,200

調査研究事業費支出 △ 290,070,300

人件費支出 △ 13,021,264

その他の業務支出 △ 31,141,860

その他の受託業務収入 532,474,400

その他の収入 3,880,523

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,919,701

Ⅱ　資金増加額 △ 1,919,701

Ⅲ　資金期首残高 145,546,569

Ⅳ　資金期末残高 143,626,868

科　　　　　　　目

キャッシュ・フロー計算書（受託給付勘定）
（自　平成２６年４月１日　至　平成２７年３月３１日）



Ⅰ　当期未処理損失
　　  　当期総損失
　　　  前期繰越欠損金 9,641

Ⅱ　次期繰越欠損金 1,232,003

1,232,003
1,222,362

損失の処理に関する書類
（受託給付勘定）

（単位：円）
項　　　　　　目 金　　　　　　　額



（単位：円）

Ⅰ　業務費用
(1) 損益計算書上の費用

特別手当等給付金 203,589,600
調査研究事業費 288,735,800
その他業務費 23,000,384
一般管理費 6,575,179
雑損 1,786,300 523,687,263

(2) （控除）自己収入等
その他の受託業務収入 △ 520,663,728
雑益 △ 1,801,173 △ 522,464,901
業務費用合計 1,222,362

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額 469,600

Ⅲ　行政サービス実施コスト 1,691,962

金　　　額科　　　目

（自 平成２６年４月１日　至 平成２７年３月３１日）

行政サービス実施コスト計算書（受託給付勘定）



受託給付勘定 

 

注 記 

 
Ⅰ．重要な会計方針 

 

 

１．減価償却の会計処理方法 

(1)  有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

工具器具備品  2 年～5 年 

 

(2)  無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5 年)に基

づいております。 

 

２．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員等の翌期賞与支給見込額のうち当期発生分を計上しております。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括償却することとしておりま

す。 

 

４．消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．注記事項 

 

１．貸借対照表注記 

金融商品の時価等に関する注記 

① 金融商品の状況に関する事項 

預金は、決済用預金としております。 

  



受託給付勘定 

 

 

② 金融商品の時価等に関する事項 

決算日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

（単位：円） 

区    分 
貸借対照表 
計上額 (＊) 

決算日における

時  価 (＊) 
差  額 

ア．現金及び預金 143,626,868 143,626,868 0
イ．未払給付金 (49,565,800) (49,565,800) 0
ウ．未払金 (77,452,025) (77,452,025) 0

(＊) 負債に計上されているものは、( )で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

ア．現金及び預金 

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

イ．未払給付金及びウ．未払金  

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

 

２．損益計算書注記 

調査研究事業費は、エイズ発症予防に資するための血液製剤によるＨＩＶ感染者の調査研

究のために要した費用であり、全額ＨＩＶ感染者の健康管理費用となっております。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書注記 

資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金    143,626,868 円 

資金期末残高    143,626,868 円 

 

４．資産除去債務注記 

当機構は、不動産賃借契約に基づき、事務所退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、当該債務に関連する賃借資産の実質的な使用期間は明確ではありません。 

従って、当該債務の履行時期を予測することは困難であり、資産除去債務を合理的に見積

もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

  



受託給付勘定 

 

５．退職給付引当金注記 

(1)  採用している退職給付制度の概要 

当機構は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 

(2)  退職給付債務に関する事項 

（単位：円） 

区    分 平成 27 年 3 月 31 日現在 

① 退職給付債務 6,504,937
② 未認識数理計算上の差異 383,337
③ 退職給付引当金（①+②） 6,888,274

 

(3)  退職給付費用に関する事項 

（単位：円） 

区    分 
平成 26 年 4 月 1 日 
～27 年 3 月 31 日 

① 勤務費用 798,147
② 利息費用 13,885
③ 数理計算上の差異の費用処理額 △25,336
④ 退職給付費用（①+②+③） 786,696

 

(4)  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区    分 平成 27 年 3 月 31 日現在 

割引率 1.1％ 
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
数理計算上の差異の処理年数 １年 

数理計算上の差異は、発生の

翌事業年度に一括償却するこ

ととしております。 

 

Ⅲ．重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

Ⅳ．追加情報 

平成 25 年 4 月 10 日に特別手当等給付金 21,150,000 円の過払いが明確化し、7,090,000 円を回

収しました。そのうち 6,840,000 円は委託元に返還済みです。なお、残額について、債務者への

通知書により回収することとしております。 

 

Ⅴ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 


	01 07 財務諸表（給付）
	BS
	PL
	CF
	利益
	行コス
	⑦会計方針・注記（受託給付）

	利益（給） 

